
江戸川台第３建築協定書 

 

（目的） 

第１条 この協定は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号、以下「法」

という。）第４章の規定及び流山市街づくり条例（平成２４年流山市条

例第９号）に基づき、第６条に定める区域（以下「本協定区域」とい

う。）内における建築物の敷地、位置、構造、用途及び形態に関する基

準を協定し、住宅地としての良好な環境を高度に維持増進することを

目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この協定における用語の意義は、法及び建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８号）の例による。 

（名称） 

第３条 この協定は、江戸川台第３建築協定（以下「本協定」という。）

と称する。 

（協定の締結） 

第４条 本協定は、協定区域内の土地の所有者並びに建築物の所有を目

的とする地上権又は賃借権（一時使用のため設定されたことが明らか

なものを除く。）を有する者（以下「土地の所有者等」という。）の全

員の合意により締結する。 

（協定の変更及び廃止） 

第５条 本協定の内容を変更しようとする場合は、土地の所有者等の全

員の合意によらなければならない。 

２ 本協定を廃止しようとする場合は、土地の所有者等の過半数の合意

によらなければならない。 

（協定区域） 

第６条 本協定区域は別図の区域とする。 

（建築物の制限） 

第７条 本協定区域内の建築物の敷地、位置、構造、用途及び形態は、

次の各号に定める基準によらなければならない。 

（１）建築物は、次に掲げる用途に該当するものに限って建築すること

ができる。又、兼用住宅は延べ面積の２分の１以上を居住の用に供

するものとする。 



ア 一戸建ての住宅（二世帯住宅を含む。） 

イ 二戸までの共同住宅又は長屋 

ウ 診療所兼用住宅（獣医院を除く。） 

エ 事務所兼用住宅 

オ 日用品販売（２３時から翌５時までの営業を除く。）を主たる目

的とする店舗兼用住宅（新聞販売店を除く。） 

カ 住宅で、学習塾、華道教室、囲碁教室、その他これらに類する

ものを兼ねるもの 

キ 住宅で、土地の所有者等の３分の２以上の承認を得た用途を兼

ねるもの 

ク アからキに掲げる建築物に付属する物置及び車庫 

（２）建築物の階数は、地階を除き２以下とする。 

（３）建築物の敷地面積は、１２０平方メートル以上とする。 

（４）建築物は、地盤面（本協定締結時における地盤面をいう。）から高

さは１０メートル以下で、かつ軒の高さは７メートル以下とする。 

（５）建築物の外壁又は、これに代わる柱の面から隣地境界（道路境界

を除く。）までの距離は０．６メートル以上とする。ただし、次に掲

げるものは除く。 

ア 車庫で高さが２．３メートル以下であり、かつ、その床面積が

１５平方メートル以内のもの 

イ 物置で高さが２．３メートル以下であり、かつ、その床面積が

６平方メ－トル以内のもの 

ウ 門又はへいで高さが２．３メートル以下のもの 

エ 出窓（床面積に算入しないものに限る。） 

（６）組積造、補強コンクリートブロック造、鉄筋コンクリート組立板

のへい又は、波型亜鉛鉄板（波型合成樹脂を含む。）を使用するへい

の高さは１．２メートル以下とする。なお、フェンスおよび生垣は

この限りではない。 

（建築等の届出） 

第８条 土地の所有者等は、建築物の新築、増築、改築、移転等に当た

っては、着工する前にその内容を第１３条に定める委員会に届け出る

ものとする。 

２ 委員会は、建築物が第７条各項に定める基準に適合することを確認



し、届出者に文書を以って連絡する。 

（権利移転の届出） 

第９条 土地の所有者等は、その所有権を第三者に移転する場合、又は

当該地条件および賃借権を設定若しくは廃止しようとする場合には、

当該第三者に対し本協定の内容を責任を持って継承しなければならな

い。 

２ 前項の規定により、新たに土地所有者等となった者は、速やかにそ

の旨を第１３条に定める委員会に届け出るものとする。 

（有効期間） 

第１０条 本協定の有効期間は、法第７３条第１項の規定による知事の

認可の日から起算して５年間とし、その期間満了の３ヶ月前に第１３

条に定める委員会は、協定者に文書を以って協定の有効期間満了を通

知する。異議がなければ更に５年間更新する。以後も同様とする。な

お、協定の内容や自動更新に異議のある協定者は、期間満了の２ヶ月

前までに文書を以って委員会に届け出るものとする。ただし、第７条

の規定に違反した者（以下「違反者」という。）の措置については期間

満了後もなお効力を有するものとする。 

（違反者の措置） 

第１１条 違反者があった場合は、第１３条に定める委員会は遅滞なく

違反者に対し、文書を以って協定の目的を達成するため使用の停止、

構造の変更又は撤去等の請求、その他必要な措置をとらなければなら

ない。 

２ 前項の請求があった場合、違反者は直ちにこれに従わなければなら

ない。 

（裁判所への出訴） 

第１２条 違反者が前条第１項の請求に従わないときは、委員長はその

強制履行または違反者の費用をもってこれを第三者になさしめること

を裁判所に請求するものとする。 

２ 前項の出訴手続き等に要する費用は、当該違反者の負担とする。 

（委員会） 

第１３条 本協定の運営に関する事項を処理するため、協定運営委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。 

（役員） 



第１４条 委員会には、委員長１名、副委員長１名及び会計１名の役員

をおく。なお、役員は原則としてトーメン第三江戸川台自治会の役員

が兼ねるものとする。 

２ 委員長は、協定運営の事務を総括し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長の事故あるとき又は委員長が

欠けたときは、その職務を代理する。 

４ 会計は、その委員会の経理に関する事務を処理する。 

（補則） 

第１５条 本協定に規定するもののほか、委員会の組織、運営、議事、

その他必要事項に関しては別に定める。 

附 則 

１ 本協定は、法第７３条第１項の規定による知事の認可のあった日か

ら効力を発する。 

２ 本協定書は正１部、副３部を作成し知事に提出する。建築協定認可

通知書は委員長が保管し、協定書の写しを協定者全員に配布する。 








